
年

治事務   □ 法定

　

受託   □ その他

８

今後の方向性 □ 縮小

月

　□ 改善 いく。
（改

　

善措置等）□ 休止　

１

□ 終了
計画対象 □ 

日

実施計画査定対象  

概

□ 行政改革対象 
□

施

 廃止　　　　 

※決

策

算額については、端数

名

処理により、他資料の

障

決算額と差異が生じて

が

いる場合もあります。

い者福祉 基本目標 健康で

No. 事務事

福

業名 活動内容 コスト（

祉

事業費：千円）

障害者

が

施策推進事業 令和　４

充

年度 令和　５年度 令和

実

　５年度 令和　６年度

し

令和　４年度 令和　５

た

年度 令和　５年度 令和

ま

　６年度
活動指標名 単

ち

位
実績 計画 実績 計画 決

要

算 当初予算 決算 当初予

施

算
全体事業概要

①
障害

策

者雇用相談員の相談 件

の

128 130 114 1

目

30
障がい者の自立と

的

社会参加の推進を図る

障

ため、各種障 件数
がい

が

者福祉施策を行う。 1

い

6,151 12,25

の

8 17,490 12,

あ

341

②

令和　７年度

る

の優先度

③2 　□ Ａ

人

　　　 □ Ｂ　　　

が

 □ Ｃ　　　 □ 

、

Ｄ　

雇用相談員１名に

住

年間を通じ相談業務を

み

委託し、障がい者の雇

慣

用・就業に関する相談

れ

及び事業所との連絡・

た

調整
□ 計画どおり 

地

  
令和　５年度 等を

域

行なうことにより、障

で

がい者の自立と社会参

、

加を支援することがで

自

きた。
■ 遅延   

分

      
の評価

□

ら

 進展なし     

し

□ 維持　□ 拡大 今

く

後も引き続き、雇用相

自

談員１名に相談業務を

立

委託し、障がい者の雇

し

用・就業に関する相談

た

及び事業所との連絡
事

生

業区分 □ 自治事務 

活

  □ 法定受託  

を

 □ その他
今後の方

送

向性 □ 縮小　■ 改

る

善 ・調整等を行なうこ

こ

とにより、障がい者の

と

自立と社会参加を支援

が

していく。
（改善措置

で

等）□ 休止　□ 終

き

了
計画対象 ■ 実施計

る

画査定対象  □ 行

社

政改革対象 
□ 廃止

会

　　　　 

を実現すること。

施策の方向 自立生活の支援

障がい者手当等を適正に支給するとともに、雇用相談員による障がい者の雇用、就業に関する相談、事業所との連絡調整、障がい者総合支援法に基づく自立支援給付を
■ 計画どおり   

令和　５年度 行うことにより、自立した生活に向けた支援を行うことができた。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も障がいのある人が住み慣れた地域で自分らしく自立した生活を送ることができるよう、自立生活への支援を行っていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令

No.

和

事務事業名 活動内容 コ

 

スト（事業費：千円）

5

障害者手当等給付事業

年

令和　４年度 令和　５

度

年度 令和　５年度 令和

　

　６年度 令和　４年度

　

令和　５年度 令和　５

事

年度 令和　６年度
活動

務

指標名 単位
実績 計画 実

事

績 計画 決算 当初予算 決

業

算 当初予算
全体事業概

評

要
①

特別障害者手当支

価

給人数 人 87 86 92

表

86
在宅の日常生活に

（

おいて常時特別な介護

個

を要する著し
く重度な

票

障がい（児）者に対し

）

、手当を支給する。 3

課

4,113 35,60

名

3 35,893 39,

社

206

②
障害児福祉手

会

当支給人数 人 41 40

福

39 37

令和　７年度

祉

の優先度

③1 　□ Ａ

部

　　　 □ Ｂ　　　

・

 □ Ｃ　　　 □ 

福

Ｄ　

在宅の日常生活に

祉

おいて常時特別な介護

事

を要する著しく重度な

務

障がい（児）者に対し

所

、手当を支給すること

障

で、
■ 計画どおり 

が

  
令和　５年度 自立

い

した生活を送るための

福

支援ができた。
□ 遅

祉

延         

課

の評価
□ 進展なし 

作

    

■ 維持　□

成

 拡大 今後も継続して

日

在宅の日常生活におい

令

て常時特別な介護を要

和

する著しく重度な障が

　

い（児）者に対し、支

６

援して
事業区分 □ 自



年

された障害児通所給付

　

費等を扶助することに

８

より、障がい者やその

月

家族の生活
□ 遅延 

　

        
の評

１

価 を支援し、社会生活

日

能力を高め、障がい者

概

の自立と社会参加を図

施

ることができた。
□ 

策

進展なし     

■

名

 維持　□ 拡大 今後

障

も引き続き、障害福祉

が

サービス及び児童通所

い

サービスの利用者に対

者

し、障害者総合支援法

福

に規定された自立
事業

祉

区分 □ 自治事務  

基

 □ 法定受託   

本

□ その他
今後の方向

目

性 □ 縮小　□ 改善

標

支援給付費等、児童福

健

祉法に規定された障害

康

児通所給付費等を扶助

で

することにより、障が

福

い者やその家族の生活

祉

（改善措置等）□ 休

が

止　□ 終了 を支援し

充

、社会生活能力を高め

実

、障がい者の自立と社

し

会参加を図っていく。

た

計画対象 □ 実施計画

ま

査定対象  □ 行政

ち

改革対象 
□ 廃止　

要

　　　 

※決算額につ

施

いては、端数処理によ

策

り、他資料の決算額と

の

差異が生じている場合

目

もあります。

的 障がいのある人が、住

No. 事務事業名 活動

み

内容 コスト（事業費：

慣

千円）

各種手当制度の

れ

充実（障がい福祉課）

た

令和　４年度 令和　５

地

年度 令和　５年度 令和

域

　６年度 令和　４年度

で

令和　５年度 令和　５

、

年度 令和　６年度
活動

自

指標名 単位
実績 計画 実

分

績 計画 決算 当初予算 決

ら

算 当初予算
全体事業概

し

要
①

重度心身障害者援

く

護金支 人 3,054 3

自

,150 3,058 3

立

,150
障がい（児）

し

者、難病患者及びその

た

家族等に、各種手 給延

生

人数
当の支給と医療費

活

扶助を行うことにより

を

、自立の支援 229,

送

587 234,870

る

234,095 235

こ

,670
及び家族の負

と

担の軽減を図る。
②

重

が

度心身障害児福祉手当

で

人 3,235 3,30

き

0 3,030 3,30

る

0
支給延人数

令和　７

社

年度の優先度

③
在宅重

会

度重複障害者介護 人 1

を

29 128 116 12

実

8
4 者手当 　□ Ａ　

現

　　 □ Ｂ　　　 

す

□ Ｃ　　　 □ Ｄ

る

　

障がい（児）者、難

こ

病患者及びその家族等

と

に、各種手当の支給を

。

行い、自立の支援及び

施

家族の負担の軽減を図

策

っ
■ 計画どおり  

の

 
令和　５年度 た。

□

方

 遅延       

向

  
の評価

□ 進展な

自

し     

■ 維持

立

　□ 拡大 今後も各種

生

手当の支給を維持し、

活

自立の支援及び家族の

の

負担の軽減を行ってい

支

く。
事業区分 □ 自治

援

事務   □ 法定受

障

託   □ その他
今

が

後の方向性 □ 縮小　

い

□ 改善
（改善措置等

者

）□ 休止　□ 終了

手

計画対象 □ 実施計画

当

査定対象  □ 行政

等

改革対象 
□ 廃止　

を

　　　 

適正に支給するとともに、雇用相談員による障がい者の雇用、就業に関する相談、事業所との連絡調整、障がい者総合支援法に基づく自立支援給付を
■ 計画どおり   

令和　５年度 行うことにより、自立した生活に向けた支援を行うことができた。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 今後も障がいのある人が住み慣れた地域で自分らしく自立した生活を送ることができるよう、自立生活への支援を行っていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

2 頁

令

No.

和

事務事業名 活動内容 コ

 

スト（事業費：千円）

5

自立支援給付等事業 令

年

和　４年度 令和　５年

度

度 令和　５年度 令和　

　

６年度 令和　４年度 令

　

和　５年度 令和　５年

事

度 令和　６年度
活動指

務

標名 単位
実績 計画 実績

事

計画 決算 当初予算 決算

業

当初予算
全体事業概要

評

①
日中活動系サービス

価

利用 人 685 735 7

表

24 794
障害福祉サ

（

ービスの利用者に対し

個

、障害者総合支援法 者

票

数
に規定された自立支

）

援給付費等を、児童通

課

所サービス 2,618

名

,992 2,802,

社

039 2,892,9

会

89 3,030,89

福

2
利用者に対し、児童

祉

福祉法に規定された障

部

害児通所給
②

障害児通

・

所支援利用者数 人 40

福

9 425 444 454

祉

付費等を扶助し、障が

事

い者やその家族の生活

務

を支援し
、社会生活能

所

力を高め、障がい者の

障

自立と社会参加を 令和

が

　７年度の優先度
図る

い

。
③3 　□ Ａ　　　

福

 □ Ｂ　　　 □ 

祉

Ｃ　　　 □ Ｄ　

障

課

害福祉サービス及び児

作

童通所サービスの利用

成

者に対し、それぞれ希

日

望する障害者総合支援

令

法に規定された自立
■

和

 計画どおり   
令

　

和　５年度 支援給付費

６

等、児童福祉法に規定


